
水防災協議会 

平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨や平成 28 年 8 月の台風 10 号に

よる大規模な水害など、現状の河川の能力を超える大災害が頻発し

ていることから、これらに社会全体で備える「水防災意識社会」の

再構築が喫緊の課題となっています。 

このため三重県では、国、県、市町の減災の取組を共有し、社会

全体の水防災意識を確実なものにするために水防災（みずぼうさい）

協議会を設置し、概ね 5 年以内に行う取組を本協議会で取りまとめ

ます。 
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１． はじめに 
 

 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害では、鬼怒川下流部において堤防が決壊し、

氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間にわたる浸水が発生しました。 

また、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では類を見ないほど多数

の孤立者が発生しました。 

 

これを受け、国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対して、「大規模氾濫

に対する減災のための治水対策のあり方について」が諮問され、平成 27 年 12 月

10 日に「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識

の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申されました。この答

申を受け、平成 27 年 12 月 11 日に国土交通省から、全ての直轄河川とその沿川

市町村において、概ね５年間で水防災意識社会を再構築する取組みを行う「水防災

意識社会 再構築ビジョン」が示されました。 

  

このような中、平成28年8月以降に相次いで発生した台風による豪雨災害では、

東北・北海道の中小河川において甚大な被害が発生しており、県管理河川について

も水防災意識社会の再構築に向けた取組を進めることが喫緊の課題となりました。 

 

これらのことから、櫛田川圏域県管理河川について、地域住民の安全・安心を担

う松阪市、多気町、明和町、国土交通省、気象庁津地方気象台、三重県が「櫛田川

圏域県管理河川水防災協議会」（以下「協議会」という。）を設立し、水防災意識

社会の再構築に向け取り組むこととしました。 

 

協議会では、櫛田川圏域の氾濫特性及び治水事業の現状を踏まえた円滑かつ迅速

な避難、的確な水防活動、氾濫水の排水、施設被害軽減に関する取組等、大規模な

氾濫時の減災対策について各構成機関の役割分担や実施時期を示す「櫛田川圏域県

管理河川における水防災意識社会の再構築に向けた取組」（以下「取組」という。）

をとりまとめました。 

 

今後は、毎年出水期前に進捗状況を共有するとともに、必要に応じて取組の見直

しを行うなどのフォローアップを行い、水防災意識をさらに高めていくこととして

います。 
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２． 協議会の構成 

 

 
協議会の構成は以下のとおりである。 

 
   

機関名 

 

 

役職名 

 

松阪市 

 

多気町 

 

明和町 

 

 

市  長 

 

町  長 

 

  町  長 

 

気象庁津地方気象台 

 

 

台  長 

 

国土交通省三重河川国道事務所 

 

 

所  長 

 

三重県 松阪地域防災総合事務所 

 

    松阪建設事務所 

 

 

所  長 

 

所  長 
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３． 目  的 
 
 

協議会開催の目的 

 

平成 27 年の関東・東北豪雨や平成 28 年 8 月の台風第 10 号による大規模な水害

など、現状の河川の能力を超える大水害が頻発していることから、これらに社会全

体で備える「水防災意識社会」の再構築が喫緊の課題となっています。 

本協議会は、国、県、市、町の減災の取組を共有し、社会全体の水防災意識を確

実なものとすることを目的とします。 

 

目的達成のための取組項目 

 

今後概ね 5 年間で以下の項目に取り組みます。 

 

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

 

（２）的確な水防活動のための取組 

 

（３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

 

（４）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組 
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４． 概ね５年間で実施する取組 
 

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社

会」を再構築することを目的に、各構成機関が取り組む主な取組項目・目標時期に

ついては、以下のとおりです。 

 

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

番

号 

主な取組項目 対象 目標時期 取組機関 

1 【洪水時における河川管理者からの情

報提供等】 

・洪水時に住民が迅速な避難行動をとれ

るよう、避難勧告等の発令につながる

情報を県と市町で共有します。 

・水位周知河川の沿川市町等と河川管理

者においてホットラインの運用を行

います。 

 

三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 

名古須川 

笹笛川 

大堀川 

（水位周知

河川） 

 

平成 29年度

から実施 

三重県 

松阪市 

明和町 

２ 【避難勧告等発令の対象区域、判断基準

等の確認】 

・「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着

目した防災行動とその実施主体を時

系列で整理した水害対応タイムライ

ンについて水位周知河川を対象に作

成します。 

 
 
 
 
 

・河川の状況を確認できるようにライブ

カメラの設置を行います。 

 
 
 
 

三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 

名古須川 

笹笛川 

大堀川 

（水位周知

河川） 

 
 

三渡川 

金剛川 

愛宕川 

（水位周知

河川） 

平成 31年度

出水期前ま

でに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年度 

三重県 

松阪市 

明和町 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

松阪市 

３ 【水害危険性の情報共有】 

・水害危険性（浸水状況等）の情報を共

有します。 

 

三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 

名古須川 

笹笛川 

大堀川 

（水位周知

河川） 

 
 

毎年継続 三重県 

松阪市 

明和町 
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４ 【隣接市町における避難場所の設定】 

・各市町において水害リスク情報を踏ま

えて避難場所及び避難経路を検討し、

当該市町内の避難場所に収容できな

い場合等においては、隣接市町等にお

ける避難場所の設定や洪水時の連絡

体制等について検討・調整を行いま

す。 

 

全ての地区 毎年継続 松阪市 

多気町 

明和町 

５ 【要配慮者利用施設管理者における避

難確保計画の作成及び避難訓練の実

施】 

・洪水浸水想定区域内における要配慮者

利用施設等の立地状況、施設管理者の

避難確保計画の作成状況、訓練の実施

状況を確認します。 

 

三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 

名古須川 

笹笛川 

大堀川 

（水位周知

河川） 

 

平成 33年度

までに実施 

三重県 

松阪市 

明和町 

６ 【想定最大規模の降雨による浸水想定

区域の把握】 

・想定最大規模の降雨による浸水想定区

域図を作成し、市町に提供し、説明を

行います。 

 

三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 

名古須川 

笹笛川 

大堀川 

（水位周知

河川） 

 

平成 29年度 

平成 30年度 

実施 

三重県 

７ 【内水浸水想定区域図の作成】 

・内水浸水想定区域図を作成します。 

今後検討 

 

平成 33年度

までに作成

を検討 

 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

８ 【洪水ハザードマップの作成・配布】 

・洪水浸水想定区域図や内水浸水想定区

域図をもとに、洪水ハザードマップを

作成し、住民に配布します。 

 

三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 

名古須川 

笹笛川 

大堀川 

（水位周知

河川） 

 

随時 

 

松阪市 

明和町 

９ 【浸水実績等の把握】 

・避難等を的確に行えるようにするため

に、浸水実績を整理します。 

 

全ての地区 随時 

 

松阪市 

多気町 

明和町 
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10 【防災教育の実施】 

・小中学生等の防災意識と知識を高め、

水害から身を守る力を育むための水

防災教育を実施します。（出前講座、

「防災ノート」の配布等） 

 

全ての地区 毎年継続 三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

11 【住民の防災意識の向上】 

・住民の防災意識と知識を高め、水害か

ら身を守る力を育むための防災講習

を実施します。 

全ての地区 要請に応じ

て 

三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

12 【水位、雨量情報のさらなる周知】 

・「防災みえ.jp」やテレビのデータ放送

による水位情報や雨量情報の提供を

広く周知します。 

 

全ての地区 実施済み 三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

13 【危機管理型水位計、量水標の整備】 

・河川の水位状況を確認できるように危

機管理型水位計や量水標の設置を行

います。 

 

今後検討 平成 30年度

から順次整

備 

 

三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

14 【防災気象情報の改善】 

・大雨（浸水害）、洪水警報の改善を図

り、災害との相関が高い指数値を導入

して、メッシュ情報として表示させる

ことにより、危険な地域をわかりやす

くすることで、住民に今後の危険度の

高まりを把握できるようにします。 

 

全ての地区 平成 29年度

から実施 

津地方気象

台 

 

（２）的確な水防活動のための取組 

番

号 

主な取組項目 対象 目標時期 取組機関 

15 【重要水防区域の点検・見直し及び水防

資機材の確認】 

・対象全河川の重要水防区域を年１回点

検します。 

・重要水防区域の代表箇所において、県

と関係者が共同で点検を実施します。 

・水防資機材の備蓄情報を共有します。 

 

重要水防区

域河川 

毎年継続 三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

16 【水防に関する広報の充実】 

・水防団員の募集、自主防災組織、企業

等の参画を促すための広報を実施し

ます。 

 

全ての地区 毎年継続 松阪市 

多気町 

明和町 
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17 【水防訓練の充実】 

・出水時の水防活動を円滑にするための

水防訓練を実施します。 

 
 
 

・迅速かつ確実に水位情報を伝達できる

よう、洪水時を想定した訓練を実施し

ます。 

 
 

 

各会場 

 
 
 

 
 

毎年１河川

を選定 

 

毎年継続 

 

 

隔年継続 

 

毎年継続 

 

多気町 

明和町 

 

松阪市 

 

三重県 

松阪市 

明和町 

 

18 【水門開閉訓練の実施】 

・洪水時に迅速な対応ができるように、

水門開閉の訓練を関係者と実施しま

す。 

 

毎年１箇所

を選定 

毎年継続 三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

19 【水防団間での連携、協力に関する検

討】 

・大規模な氾濫に対してより広域的、効

率的な水防活動が実施できるよう、関

係者の協力内容等について検討・調整

します。 

 

全ての地区 平成 33年度

までに実施 

松阪市 

多気町 

明和町 

20 【市町庁舎や災害拠点病院等の施設管

理者への情報伝達の充実】 

・浸水想定区域内の市町庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設

管理者等に対する洪水時の情報伝達

体制・方法について検討します。 

 

対象施設 平成 33年度

までに実施 

松阪市 

多気町 

明和町 

21 【市町庁舎や災害拠点病院等の機能確

保のための対策の充実】 

・浸水想定区域内の市町庁舎や災害拠点

病院等の機能確保に関する情報を共

有し、耐水化、非常用電源等の必要な

対策については各施設管理者におい

て検討します。 

 
 

対象施設 平成 33年度

までに実施 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

（３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

番

号 

主な取組項目 対象 目標時期 取組機関 

22 【危機管理型ハード対策】 

・決壊までの時間を少しでも引き延ばす

ことを目的に堤防の天端舗装や堤防

裏法面保護工の整備を行います。 

 
 

今後検討 平成 33年度

までに着手

検討 

三重県 
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23 【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改

修）】 

・計画的な河川改修を実施します。 

 

河川整備計

画策定河川 

事業継続 三重県 

24 【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（堆積土砂

撤去）】 

・河川の流下能力を回復するため、堆積

土砂の撤去を実施します。撤去箇所に

ついては、県と市町で優先度を協議し

ながら選定します。 

 

対象河川 毎年継続 三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

（４）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組 

番

号 

主な取組項目 対象 目標時期 取組機関 

25 【想定される土砂災害リスクの周知】 

・基礎調査を完了し、結果を公表します。 
 

・早期に土砂災害（特別）警戒区域を指

定します。 

 

・土砂災害のハザードマップを作成し、

住民に配布します。 

 

土砂災害の

おそれがあ

る箇所 

 

平成 31年度 

 

調査結果公

表後 

 

区域指定後 

 

三重県 

 

三重県 

 
 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

26 【土砂災害に対する警戒避難体制の整

備】 

・土砂災害警戒情報を発表し、確実に市

町へ伝達します。 

・三重県土砂災害情報提供システムによ

り危険度情報を発信します。 

 

・避難勧告等の発令基準の運用と、的確

な伝達周知を実施します。 

 

 

 

土砂災害の

おそれがあ

る箇所 

 

 

毎年継続 

 

 

 

 

毎年継続 

 
 

三重県 

津地方気象

台 

 
 
 

松阪市 

多気町 

明和町 
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【早めの避難につなげる取組の支援】 

・市町担当者向け勉強会等を実施します。 
 

・土砂災害防止月間（６月）等における

広報活動を実施します。 

 
 
 

・土砂災害警戒避難ガイドラインに基づ

く防災訓練・防災教育を実施します。 

 

 

土砂災害の

おそれがあ

る地区 

 

毎年継続 

 

毎年継続 

 

 

 

 

毎年継続 

 

三重県 

 

三重県 

松阪市 

多気町 

明和町 

 

松阪市 

多気町 

明和町 

 



 

9 
 

 

５．フォローアップ 
 

毎年、出水期前に、前年度の出水時の対応と、取組の進捗状況を確認する等  

フォローアップを行い、必要に応じて取組の見直しを行います。 



今後のスケジュール 

1 

資料２ 



○  第１回 櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 

  平成２９年６月２６日 

   ・県管理河川における現状の水害リスク情報や取組状況の共有 

○  第２回 櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 

  平成３０年３月２７日 

   ・水防災意識社会の再構築に向けた取組のとりまとめ 

○  第３回 櫛田川圏域県管理河川水防災協議会（出水期前を目途） 

   ・取組の実施状況のフォローアップ 

平
成
２
９

年
度 

平成 

３０
年度 

○ 櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 第１回幹事会 

  平成３０年３月６日 

  ・県、市町、国、気象台による減災の取組のとりまとめ 

今後のスケジュール 

2 

○ 櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 第２回幹事会 

  ・取組の実施状況のフォローアップ 



水防災意識社会の再構築に 
向けた取組（案）（説明資料） 

三重県松阪建設事務所 

平成３０年３月２７日 

櫛田川圏域県管理河川 
水防災協議会 

資料３ 

1 



１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

 

２）的確な水防活動のための取組 

 

３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

 

４）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強 

  化するための取組 

 

2 

社会全体の水防災意識を確実なものとすることを 
目的とした取組 

 今後概ね５年間で実施する取組 



・洪水時に住民が迅速な避難行動をとれるよう、避難勧告等の発令につながる情
報を県と市町で共有します。 

  

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

 １ 洪水時における河川管理者からの情報提供等 

基本の流れ 

伝達方法（ＦＡＸ） 

平成 年 月 日 ； 時 分

   ◎水位観測所の水位設定

□ 水防団待機（通報）水位に達しました。

□ 氾濫注意（警戒）水位に達しました。

□ 避難判断水位に達しました。

□ 氾濫危険（洪水特別警戒）水位に達しました。

□ 最高水位と考えます。

□ 氾濫危険（洪水特別警戒）水位を下回りました。

□ 避難判断水位を下回りました。

□ 氾濫注意（警戒）水位を下回りました。

□ 水防団待機（通報）水位を下回りました。

※

水防団待機（通報）水位 に近づき 引き続き 上昇中である

氾濫注意（警戒）水位 に達し 急激に 減水中である

避難判断水位水位 を越えて 刻々と

氾濫危険（洪水特別警戒）水位 を下回り かんまんに

これが最高水位と □ 考えられる

□ なった

河川の水位は一旦 減水したが 再び 増水することが考えられる

減水しつつあったが 上昇し始めた

本地区 の 水防の準備に入り 厳重に警戒

では またしばらく 十分警戒

引き続き 水防に万全を期 して下さい。

なお 水防活動を開始

今後の情報に注意し 警戒

水防団は出動し

市

町

堤防法面が急激な流況変化のため 危険である

漏水があるため 堤防が一部流出する可能性がある

激しい漏水のため 危険な状態が続いている

依然として

堤防を越える水位となる恐れがあり

建 設 事 務 所 長 発 表

水 位 情 報 第 号

避 難 判 断

水 位

氾 濫 危 険

（洪水特別警戒）

水 位
氾濫危険(洪水特別警戒)水位情報 第 号

氾 濫 注 意

（ 警 戒 ）

水 位

水 防 団 待 機

（ 通 報 ）

水 位

観測所名

主査 係課長

二級河川
整理番号

所長

（ 水 防 法 １ ３ 条 関 係 ）

川 水位観測所

（ 水 防 法 １ ２ 条 関 係 ） 三 重 県

室長

水

位

情

報

川 観測所の水位

です。分現在では、 ｍ ｃｍ月

氾

濫

危

険

水

位

情

報

発表

氾濫危険（洪水特別警戒）水位に達しました。

解除 氾濫危険（洪水特別警戒）水位を下回りました。

水

防

警

報

□ 準 備 □ 出 動 □ 情 報

解 除□ 本地区の水防警報を解除する。

水

防

機

関

伝

達

□

施

設

情

報

□

地先では

補
足

説
明 □

□ 解 除

水

位

状

況

□

□

□

この情報は、避難勧告発令等の参考となる､非常に重要な情
報ですので、確実な情報伝達をお願いします。

（ 水 防 法 １ ６ 条 関 係 ）

水 防 警 報
□準備・□出動・□情報・□解除

第 号

時日　；

様式Ａ 

様式Ｂ 

【○○川 水位情報・水防警報・氾濫
危険水位情報FAX伝達表】…様式Ｂ 
  
 この様式で伝達系統を確認し、様式
Ａの鏡にして関係機関にFAX送信しま
す。送信後は、速やかに電話で受信を
確認します。 

【(県)水位情報・氾濫危険水位情報・
水防警報発表様式「河川」】…様式Ａ 
  
 基準水位に到達した場合、この様式
に必要事項を記入して、水防管理団体
（市町）や関係機関に情報を伝達しま
す。 

3 



・水位周知河川の沿川市町等と河川管理者においてホットラインの運用を行いま
す。 

 １ 洪水時における河川管理者からの情報提供等 

〇ホットラインの実施体制（例）

順位① 建設事務所長 順位① 市町長

順位② 副所長（技術）

順位③ 事業推進室長

〇ホットラインにより伝達する情報

≪いつ≫

≪伝えるべき内容≫

　氾濫危険水位に達し、以降も引き続きまとまった雨量が
予測され水位の上昇が見込まれる場合。

　○○川の〇○観測所においてし、〇時〇分に氾濫危険
水位に達しました。
　危険個所でさらに水位が上昇する可能性があります。

防災担当
幹部職員

順位②

【誰が】 【誰に】

伝達者（河川管理者） 受達者（市町）

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

4 

三渡川(嬉野田村観測所)の設定水位

　『目安となる避難行動や水防活動』

3.39

　リードタイム① 　
2.99 　避難勧告等発令の目安となる水位

60分間（ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ①）

に想定される水位 2.59 　
上昇量

2.39 　水防団等が出動する目安となる水位

1.79 　水防団等が出動に備え待機する水位

リードタイム①　＝　情報伝達及び避難に要する時間 ＝ 60分

リードタイム②　＝　避難所開設に要する時間 ＝ 60分

《警戒水位》 【氾濫注意水位】

《通報水位》 【水防団待機水位】

《洪水特別警戒水位》 【氾濫危険水位】

　リードタイム②
【避難判断水位】

　0.40ｍ

　避難準備・高齢者等避難開始発令の
　目安となる水位

《水防法上の名称》 【基準水位名称】

（危険水位相当換算水位)

ホットライン



・「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目した防災行動とその実施主体を時
系列で整理した水害対応タイムラインについて水位周知河川を対象に作成します。 

 ２ 避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

5 



三渡川 

阪内川 

金剛川 

愛宕川 
名古須川 櫛田川 

笹笛川 

・水害危険性（浸水状況等）の情報を共有します。 

 ３ 水害危険性の情報共有 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

6 



・平成28年8月の台風10号による豪雨により、東北地方の県管理河川14水系17河川において、 
氾濫危険水位を超過し、浸水被害が多数発生しました。 
・岩手県管理の小本川では、浸水面積242ha、床上浸水118戸、床下浸水39戸の甚大な浸水被
害が発生するとともに沿川の高齢者福祉施設では、9名の死亡が確認されました。 

国土交通省HP資料 

小本川の 
被害状況 

7 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・洪水浸水想定区域内における要配慮者利用施設等の立地状況、施設管理者の避
難確保計画の作成状況、訓練の実施状況を確認します。 

 ５ 要配慮者利用施設管理者における避難確保計画の作成 

   及び避難訓練の実施 
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１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・想定最大規模の降雨による浸水想定区域図を作成し、市町に提供し、説明を行
います。 

 ６ 想定最大規模の降雨による浸水想定区域の把握 

この浸水想定区域図は、現在の
三渡川水系において、流域内に
概ね３０年に１度の確率の大雨
が降ったことにより三渡川・堀
坂川・百々川が氾濫した場合に
想定される浸水の状況を、シ
ミュレーションにより求めたも
のです。 
 
三重県のホームページで公開中 
http://www.pref.mie.lg.jp/KA
SEN/HP/84459046892.htm 

策定河川 
三渡川、阪内川、 
金剛川、愛宕川、名古須川 
笹笛川、大堀川 
 
河川整備基本方針規模の降雨 
⇒想定最大規模の降雨に見直し 



１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・洪水浸水想定区域図や内水浸水想定区域図をもとに、洪水ハザードマップを作
成し、住民に配布します。 

 ８ 洪水ハザードマップの作成・配布 

9 

ＨＰ「明和町 防災マップ＆防災情報」 
ＨＰ「松阪市 防災 洪水ハザードマップ」 
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１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

 ９ 浸水実績等の把握  

・避難等を的確に行えるようにするために、浸水実績を整理します。 

写真提供：松阪市、明和町 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 毎年、小学生及び中学生に防災ノー
トを配布し防災教育を実施 

１０ 防災教育の実施 

ＨＰ「三重県 学校防災みえ」 

 「学校防災みえ」により、各種ハザー
ドマップ、全国の災害情報、防災に関す
るクイズ等を提供 

災害情報 

防災クイズ 

11 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・小中学生等の防災意識と知識を高め、水害から身を守る力を育むための水防災
教育を実施します。（出前講座、「防災ノート」の配布等） 

各種ﾊｻﾞｰﾄﾏｯﾌﾟ 



１１ 住民の防災意識の向上 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・住民の防災意識と知識を高め、水害から身を守る力を育むための防災講習を実
施します。 

みえ出前トーク 防災訓練 

平成29年度「みえ出前トーク」テーマ一覧

1.防災・減災
ﾃｰﾏ番号 テーマ テーマ概要 部局名 課名・地域機関名 電話番号

1-1 みえの防災対策
南海トラフ地震や活断層（内陸直下型）による地震の発生が危惧され、また、近年台風や豪雨による風水害も多発して
おり、防災・減災対策の必要性が高まっています。自然災害に対する「自助」「共助」「公助」として、県民の皆さ
ん、地域、行政が行う防災・減災の活動等についてご説明します。

防災対策部 防災企画・地域支援課 059(224)2185

1-2 森林災害復旧
台風や集中豪雨によって被害を受けた保安林等の重要な森林の災害復旧や、水源の涵養機能・土砂の流出防止機能等の
森林の持つ公益的な機能を十分に発揮する森林整備等についてご説明します。

農林水産部 治山林道課 059(224)2575

1-3 災害復旧 災害復旧事業についてご説明します。（自然災害発生時などの繁忙期にはご希望の日程に添えない場合があります。） 県土整備部 施設災害対策課 059(224)2683

1-4 土砂災害から身を守るために
土砂災害の特徴や発生事例をご紹介するとともに、三重県が行っている土砂災害対策の取組や県民の皆さんが土砂災害
から身を守るためにできることをご説明します。

県土整備部 防災砂防課 059(224)2697

1-5
洪水等の浸水被害からまちを
まもるために

洪水等の浸水被害を軽減するために行われている河川や排水機場の整備・補修についてご説明します。 県土整備部 河川課 059(224)2682

1-6 これからの海岸のあり方 海岸を取り巻く状況とこれからの海岸のあり方などについてご説明します。 県土整備部 港湾・海岸課 059(224)2690

1-7 管内の河川整備について 管内における河川整備の現状と今後の取組についてご説明します。 県土整備部
桑名建設事務所
事業推進室

0594(24)3627

1-8 管内の河川整備について 管内における河川整備の現状と今後の取組についてご説明します。 県土整備部
四日市建設事務所
事業推進室

059(352)0677

1-9 管内の河川整備について 管内における河川整備の現状と今後の取組についてご説明します。 県土整備部
鈴鹿建設事務所
事業推進室

059(382)868９
ＨＰ「三重県」 
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１２ 水位、雨量情報のさらなる周知 

13 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・「防災みえ.jp」やテレビのデータ放送による水位情報や雨量情報の提供を広
く周知します。 

【イメージ画面】 



１２ 水位、雨量情報のさらなる周知 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・「防災みえ.jp」やテレビのデータ放送による水位情報や雨量情報の提供を広
く周知します。 

14 

a@bosaimie.jpに空メールを送信すると登録用
メールが届きます。そのＵＲＬにアクセスする
ことで登録処理が行えます。 

 防災みえ.jpメール配信サービスでは、あらか
じめ登録された方に気象災害に備えて対応いた
だけるよう、携帯電話やスマートフォンに気象
情報、観測情報等を送信しています。 



１３ 危機管理型水位計、量水標の整備 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・河川の水位状況を確認できるように危機管理型水位計や量水標の設置を行いま
す。 

15 

判断地点・基準を示したイメージ 危機管理型水位計設置イメージ 



１４ 防災気象情報の改善 

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

・大雨（浸水害）、洪水警報の改善を図り、災害との相関が高い指数値を導入して、メッシュ情報として表示さ
せることにより、危険な地域をわかりやすくすることで、住民に今後の危険度の高まりを把握できるようにしま
す。 

16 津地方気象台 【新たなステージに対応した防災気象情報の改善】 
           ～平成２９年度の改善事項とその利活用～  資料より 



２）的確な水防活動のための取組 

点検状況 

河川の堤防・護
岸の状況 

漏水 
沈下、破損及び隙間 
基礎や根固め等の洗掘 
堤脚水路等の閉塞 
横断暗渠等開口部の異常 
斜路・階段等の破損 
標識等の状況 
ごみ等の放置 

河道の状況 
河道内の異常堆積 
床止・堰等の破損 
その他（介類のへい死及び油類の流出・ゴミ等） 

水門・樋門・樋
菅・陸閘・角落・
防潮扉・水位計
等の状況 

戸当たり部の障害物 
取付護岸との隙間及び沈下 
ゲート付近の異常堆積・洗掘 
水位計付近の異常 
その他（設の外観上の破損、損傷、落書き等の汚
損） 

１５ 重要水防区域の点検・見直し及び水防資機材の確認 

・対象全河川の重要水防区域を年１回点検します。 

・重要水防区域の代表箇所において、県と関係者が共同で点検を実施します。 

・水防資機材の備蓄情報を共有します。 

水防資機材の確認 点検項目と評価（ランク） 

評価区分 【a】 ：異常なし 

評価区分 【b】 ：要監視段階 

評価区分 【c+】 ：予防保全 

評価区分 【c-】 ：上記以外の個所 

評価区分 【d】 ：措置段階 
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イメージ：水防訓練(水防工法の実施) 

【水防工法の例】 

国土交通省HP資料 

２）的確な水防活動のための取組 

１７ 水防訓練の充実 

・出水時の水防活動を円滑にするための水防訓練を実施します。 

・迅速かつ確実に水位情報を伝達できるよう、洪水時を想定した訓練を実施しま
す。 

イメージ：洪水対応演習 18 



２）的確な水防活動のための取組 

１８ 水門開閉訓練の実施 

・洪水時に迅速な対応ができるように、水門開閉の訓練を関係者と実施します。 

19 



２）的確な水防活動のための取組 

２０ 市町庁舎や災害拠点病院等の施設管理者への情報伝達の充実 

２１ 市町庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実 

・浸水想定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情
報伝達体制・方法について検討します。 

・浸水想定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等の機能確保に関する情報を共有し、耐水化、非常用電源等の
必要な対策については各施設管理者において検討します。 

松阪市役所 

松阪中央総合病院 

阪内川浸水想定区域図 
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松阪市民病院 

済生会松阪総合病院 



21 

３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

２２ 危機管理型ハード対策 

・決壊までの時間を少しでも引き延ばすことを目的に堤防の天端舗装や堤防裏法
面保護工の整備を行います。 

河川の上下流バランスの観点から堤防整備に至らない区間で実施 
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３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

２３ 洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改修） 

・計画的な河川改修を実施します。 

堤防の引き堤 

○河道の断面、堤防の高さ・
幅ともに計画上の断面を確保 

ネック点解消 

三渡川 

○河道の断面不足 



３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

２４ 洪水氾濫を未然に防ぐ対策（堆積土砂撤去） 

・河川の流下能力を回復するため、堆積土砂の撤去を実施します。撤去箇所につ
いては、県と市町で優先度を協議しながら選定します。 

・堆積土砂撤去については、「箇所選定の仕組み」に基づいて毎年掘削箇所の 

優先度を関係市町と協議しながら実施します。 

23 

箇所選定の仕組み 

【箇所選定】治水安全度と撤去の実現性による「優先度のレベル」、事業方法や撤去手法の 
「実施方法の区分」について、堆積土砂の撤去が必要な箇所ごとに評価し、関係市町の意見 
 を踏まえて実施候補箇所を選定します。 

堆積土砂撤去の事例（二級河川笹笛川） 

施工前 施工後 



●市、町はハザードマップを更新・住民へ配布 

４）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組 

・基礎調査を完了し、結果を公表します。 

・早期に土砂災害（特別）警戒区域を指定します。 

・土砂災害のハザードマップを作成し、住民に配布します。 

●土砂災害（特別）警戒区域を指定するホームページを
随時更新 

●基礎調査結果を公表するホームページを随時更新 ●県、市、町は地域防災計画を更新 

２５ 想定される土砂災害リスクの周知 

24 
ＨＰ「多気町 防災・防犯 防災マップ」 

ＨＰ「松阪市 防災 地域防災計画」 



住民の迅速な避難行動に結びつくように、土砂災害警戒情報の発表と危険度情報の発信・伝達を 
行うほか、避難勧告等の的確な伝達周知、要配慮者利用施設への伝達方法等を検討する。 

４）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組 

・土砂災害警戒情報を発表し、確実に市町へ伝達します。 

・三重県土砂災害情報提供システムにより危険度情報を発信します。 

・避難勧告等の発令基準の運用と、的確な伝達周知を実施します。 

２６ 土砂災害に対する警戒避難体制の整備 
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●県は市担当者向け説明会等を実施 

●土砂災害から身を守るため自主避難を促す出前講座を実施 

市担当者向けの勉強会等
を実施し、「住民主体の
防災体制づくり」、「土
砂災害に関する防災訓練
の実施」、「要配慮者利
用施設の警戒避難体制づ
くり」を支援・促進する。 

●市は防災訓練・防災教育を実施 

●土砂災害防止月間（6月）を中心に年1回以
上の防災訓練・防災教育・広報活動を実施 

４）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組 

２７ 早めの避難につなげる取組の支援 

・市町担当者向け勉強会等を実施します。 

・土砂災害防止月間（６月）等における広報活動を実施します。 

・土砂災害警戒避難ガイドラインに基づく防災訓練・防災教育を実施します。 

防災訓練のイメージ 

26 
出前講座のイメージ 



○毎年、出水期前に、前年度の出水時の
対応と、取組の進捗状況を確認する等
フォローアップを行い、必要に応じて取組
の見直しを行います。 
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フォローアップ 



櫛田川圏域県管理河川水防災協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会の名称は、櫛田川圏域県管理河川水防災協議会（以下「協議会」という。）とす

る。 

 

（目的） 

第２条 平成 27年の関東・東北豪雨や平成 28年 8月の台風 10号による大規模な水害など、

現状の河川の能力を超える大災害が頻発していることから、これらに社会全体で備え

る「水防災意識社会」の再構築が喫緊の課題となっているため、本協議会は、国、県、

市町の減災の取組を共有し、社会全体の水防災意識を確実なものにすることを目的と

する。 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別表-1の職にある者をもって構成する。 

  ２ 協議会には座長を置くものとし、委員の互選によってこれを定める。 

３  座長は、協議会の円滑な運営と進行を総括する。 

４  座長は、必要があると認めるときは、協議会委員の同意を得て、別表-1 の職にある

者以外の者の参加を求めることができる。 

 

（幹事会） 

第４条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表-2の職にある者をもって構成する。 

３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

４ 事務局は、必要があると認めるときは、幹事会構成員の同意を得て、別表-2の職にあ

る者以外の者の参加を求めることができる。 

 

（協議会の実施事項） 

第５条 協議会において実施する事項は、次のとおりとする。 

１）現状の水害リスク情報や被害を軽減するための取組状況の共有 

２）円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動を実現するために各構成員が取り組む事項をま

とめた「櫛田川圏域県管理河川における水防災意識社会の再構築に向けた取組」の作成 

３）「櫛田川圏域県管理河川における水防災意識社会の再構築に向けた取組」の実施状況の

フォローアップ 

 

（事務局） 

第６条 協議会及び幹事会の事務局を、三重県松阪建設事務所に置く。 

 

 

【参考資料】 



 

（雑則） 

第７条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項

については、協議会で定めるものとする。 

 

（附則） 

本規約は平成 29年 6月 26日から実施する。 

 

  



別表-１  櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 委員名簿 

所属 役職名 

松 阪 市   市 長 

多 気 町   町 長 

明 和 町  町 長 

気 象 庁 津地方気象台 台 長 

国土交通省 三重河川国道事務所 所 長 

三 重 県 松阪地域防災総合事務所 所 長 

  松阪建設事務所 所 長 

 

 

別表-２  櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 幹事名簿   

所属 役職名 

松 阪 市 建設部土木課     課 長 

 建設部建設保全課 参事兼課長 

 防災対策課 参事兼課長 

多 気 町 建設課     課 長 

 総務課 課 長 

明 和 町 まち整備課     課 長 

 防災企画課     課 長 

気 象 庁 津地方気象台    防災管理官 

国土交通省 三重河川国道事務所    副所長 

 三 重 県 松阪地域防災総合事務所    副所長兼室長 

  松阪建設事務所    副所長兼室長 
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松阪市随行

松阪市 多気町長

副市長　永作　友寛 久保　行央 多気町随行

松阪市随行

松阪市随行

気象庁津地方気象台 明和町長

松阪市随行 気象官　奥田　宗廣 中井　幸充 明和町随行

松阪市随行

松阪地域防災

松阪市随行 総合事務所

所長　原田　孝夫

気象台随行

松阪建設事務所

所長　満仲　朗夫
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第２回 櫛田川圏域県管理河川水防災協議会 

出席者名簿 

 

 

所 属 役職名 氏 名 備 考 

松阪市   市 長 竹上 真人 
代理 副市長 

永作 友寛 

多気町   町 長 久保 行央  

明和町 
 

町 長 中井 幸充  

気象庁 津地方気象台 台 長 黒川 美光 
代理 気象官 

奥田 宗廣 

国土交通省 三重河川国道事務所 所 長 岩下 友也 欠席 

 三重県 松阪地域防災総合事務所 所 長 原田 孝夫   

  松阪建設事務所 所 長 満仲 朗夫   

  
 

    

 



櫛田川圏域県管理河川水防災協議会（平成30年3月27日） 
○ 現状の河川の能力を超える大災害が頻発していることから、これらに社会全体で備える「水防災意識社会」の再  
 構築が喫緊の課題となっているため、国、県、市町の減災の取組を共有し、社会全体の水防災意識を確実なもの 
 にすることを目的として、櫛田川圏域の国、県、市町が集まり、第２回協議会を開催しました。  

 
 
松阪市長 
多気町長 
明和町長 
津地方気象台長 
三重河川国道事務所長 
松阪地域防災総合事務所長 
（座長） 
 松阪建設事務所長 

協議会委員名簿 

 
 
◇日時・会場 
  平成３０年３月２７日（火）１４：００－１５：００ 
  三重県松阪庁舎 
◇議題 

• 櫛田川圏域県管理河川における水防災意識社会の再構築に向
けた取組（案） 

• 今後のスケジュール 

第２回協議会の概要 

位置図 

櫛田川圏域 

協議会の状況 


